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Business　operation 　at　the　ti功e　of 　an 　3arthquakg 　disaster　can 　be　regarded 　as　a　proof　of 隔igh
qualit ヲ ser ▼iceability　pro ▼idod　by　corporations 　based 　o η　the　conco ，t　usod 　in　ISO9000s．
夏n 　addition 　，　continuous 　itapro▼e囗ont 　of 　earthquake 　conti   θ nc7 　Plans　胃ould 　directly　follov　the
concept 　devoloped　in　ISO　14000s．　In　t｝9i8　paper　we 　have　p：oposed 　t】】at　earthquake 　co 駐 tingenoy

planning 　sho 凹1d　be　treated 　as 　a　case 　of 　crisis 　manage ロent 　planning 　胃here　toP　menagers
’

i覇volv   国ent 　胃ith　Plenning 　and 　centinuous 　re ▼ ie竇 s　are 　indispe皿sable ．　A　practical 　disaster
「eduotion 囗 anua1 ’usoful 　both　in　e▼e「y己ay　and 　eme 「8ency 　8it ロations ，

　hes　boen　de▼eloped 　based　on
lSO　principles．

」吻 σ名爵 ：earthquake 　contin 巳ency 　plan，ロ anua1 ，ISO，　crisis 功 anage 皿 ent

1．概要

　地震時の 企業の対応行動は、 その 本来業務 の 継続 の 程度 も

含め 、 企業活 動 の 質をい か に維 持するか の 問題 と して扱うこ

とがで きる。い い か えれば企業の 地震対策の 危機管理 に晶質

保証の 国際規格で あ る ISO90008 の 考え方を応用する

こ とが で きる 。 ま た 、 地震対策は普段 か らの災害抑止 活動等 、

継続的な改善行動 が必要で あり、 こ の 継続的な企業 の 改善活

動につ い て は環境マ ネジ メ ン トシス テ ム 規格で あ る ！SO1
40003 の 考え方を応用す る こ とがで きる。

　 これ らの 考え 方を応用する こ とに よ り、地震対策を企業の

トッ プが関与す る危機管理 として 捉え る こ とがで き、企業の

日常業務の
一

環 として定着させ る こ とがで きる。また、地震

対応計圃 を具体的に 示 した マ ニ ュ アル も 、 ISO の 考 え方 を

適応す る こ とで、口常時 と災害時の 双 方 に役 立つ 体系 だっ た

実践的なマ ニ ュ ア ル と して 構築するこ とが で きる。

2．日本 の 地震対策 の 課題

　 日本 企業 の 地 震対策 の 閥題点 は従来 か ら指摘 されて い た

tSIi］、阪神 ・淡路大震災をふ りか え る と 3 つ の 教馴が得られ

る。

　  危機管理 ： 地震対策は総務部門等
一

部門が 取 り扱 っ て い

　　る防災対策 として で はなく、 企業 の 存亡 が か か る、 経営

　　陣 が 関与 し全社的に 取 り組 むべ き危機管理 として対応す

　　べ きで ある。
　   日常の 活動 ：事前準備 の 有無が 災害時の 明暗を分けてい

　　る。
マ ニ ュ アル の 策定と改訂 、耐震対策の 実施、従業員

　　 へ の 徹底等 日常の 活動 の 継続 が重要 で ある。

　   人材育成 ： 災害対応 計 画や マ ニ ュ ア ル が完備 し て い て も

　　 そ れ が離まれて 理解されて な けれ ば機能 しな い 。 また 、

　　災害時に は想定 を超えた 様々 な案件が発 生す る。災害対

　　策 の 基本 を踏ま え臨 機応 変 に これ らに 適切 に 対 処 で き る

　　 キ
ーパ ー

ソ ン の 育成が 重要で あ る。
そ して これ らをまとめる と、災害対策に 企業の 経営者の トッ

プが関与す る こ とが とぼしい の が今の 日本の 現状で ある 。 い

か にトッ プ が災害対策を自らの 責務 で ある と理解 し実践す る

か が 今後 の 大 き な課 題 であ る。

3．日本の 地 震対策マ 昌 ユ ア ル の 踝題

　阪神 ・淡路大震災で は地簇対策マ ニ ＝ アル が役立た なか っ

たとい われる。 しか し、 こ れはマ ニ ュ ア ル が不饗 で あ る とい ．
うこ とで は な く、マ ニ ュ ア ル の 口的の 不 理解や書 くぺ き内容

の 認識不 足、また使用 目的の 異なる多くの 人が それぞれ利用

で きる ように 整理されて書かれ てない こ とに よる。以 下 に代

表的な課題を掲げる．

　  マ ニ ュ ア ル に対す る意識 ：災害対応針画は全従業員が理

　　解 す る必 要 が あ り、そ の 内容の 伝逮 の た め に マ 昌 ユ ア ル

　　 が ある こ とが意識されて い ない 。

　  目的不 明確 ：災害時 に企業は 自らの 社会的責任を果た

　　 し、社会的信用を確保す るため に様々 な業務を行 うが 、

　　例え ば何の た め に安否確駆等の 業務を行 うか そ の 本来の

　　 目的 が 書かれ て い な い こ と が多い 。

　  日常時 と災害時の 双方 で 利用可能 ： 日常時に は災害抑止

　　活動や教育訓練で マ ニ ュ アル を活 用する。災害対策の 背

　　景や奚施業務を理解 させ る ため に
一定 の 文 章 量 が必 要 に

　　 な る 。

一方 災 害 時に は 刻 々 と変 化す る環 境 に 対 し、重 要

　　業務の 実施状況 の チ ュ ッ ク リス トや、判断の 根拠 が 求め

　　 られる。 その 双方 に 対応 す るマ ニ ュ ア ル となっ て い ない。

　  誰もが 目的に応 じ て 利用 ：社長 、 役員 、 部課長 、 担当者

　　 がそれ ぞ れ 目的 と自分 の 役 割に 応 じて 使用 で きる よ う整

　　理 して書か れ て い ない こ とが多い 。概要を把握する事と

　　 具体的業務の 実施 手順 が整 理 され て 記述され る必要が あ

　 　 る。
こ れらをま とめ て表現す る と、一

般的に 日本の 企業の 地 震 対

策 マ ニ ＝ ア ル は、企 業の 守 る べ き 目的が無 く、守 るべ き中心

業務が 定められず、（従 っ て そ の 業務 の 再開針画 が無 い ）安

否確認 と食 品等の 備蓄趾画が全体の 位置付けの ない ま ま方針
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と手順書が 混在 し て 書かれ た もの が 多い 。また 、 自杜が どの

程度の 被害を受けるか の 想定の ない こ とも特嶺 で あ り、この

ため 具体的な災害対応計画とし て マ ニ ュ ア ル が 作成されて い

ない。

5．ISO の 考え方か ら学ぶ 点

　 こ れらの 裸 題 を解決す るた め に 、 企 業活動 の 標準的行動計

画 を 定め た ：SO の 規格か らい くつ か の 秀れ た 点を 地震 対策

マ ニ ュ アル に応用する． ISO とはlntexnational　O：ganiz
−

etion 　for　Standardaizatien （国際標準化機構）で 1947
年 に 発足 した組織であ り、科学的 ・経済的活動分野 の 国際協
力を助長す る ために標準化 を推進 して お り、日本は 通産省工

業技術院の 日本 工 業標準調査会 （JISC ）が加 盟 して い る 。

（1）品質保証規格 ISOgOOOs

　災害時の企業の活動 、 つ ま りい っ 店を開き、どの ようなサー

ビス や業務を提供す る か とい う活 動そ の もの を ひ とつ の 約束

され た 製贔 で ある と考 え る と、 そ の 災害時の企業活動も品質
管理 の 対象で あ る とみ なす こ とが で き る。そ の た め 品質保証

規格 で ある ISOgOOO シ リ in ズ の 各規定を 災害用に 解釈

して適用 し うる 。 これにより、社長、役員を含め 従業員が交
替 して も、災害時の定め られ た 活動を

一
貫 して 提供す るこ と

が 可能 とな る。

　ま た 晶質保 証 規格 は災害対応計画 だ けで は な くそ れ を具 体
化 したマ ニ ュ ア ル を構造的にわか りやすく実践的な もの に す

る こ とに も適応で きる。

（2）環境マ ネジメ ン ト規格 ISO14000s

　 ISO14000 シ リーズは 環境問 題 に対す る企 業の 行動

を 定め た国 際 規格で あ り、 環鏡負荷 を軽減 させ るた め企業が

自主的に普段の 活動を行 い 、繼続的に改善を続けて い くた め

の もの である （図 1 参照）。 災害対策 も阪神 ・淡路大震 災の

教跏で もあっ た 日常の 取組み を こ の 規格を用い て 規定する こ

とが で きる。従来災害対策 とい えば災害時の 行動だ けが 取り

あげ られ て い た が、む しろ 日常の 企 業活動 こ そを規定す る方

が重要 で ある。

　また、日本で は 阪神 ・淡路大 震災をふ まえ、世界 に災害対

策 の 国際規格を提案 しよ うと通 産 省工 業技術院 が TRZOO
O1 　

ttl
とい う技 術 レ ポートを作成 し て い る。こ れ ら の 規格は

独 立 する もの で は な く、重 要 な要 素 は 共 逓 して い る。今回 提

案する 地震対策危機管理 マ ニ ュ ア ル と、各規格 の 対応 は表 1
の とおり。 こ の ISO の 考え方 の留意点をま と め ると以下の

3 点となる。  継続的改善を図る。   経営者 自らが取 り級む 。

  経営管理 と一体化させ 、既 存の シス テ ム と整 合性 、

一
貫性

を持 つ
。

6．地 震対策の 6要素

　地震対策マ ニ ； ア ル の 中心に は 災害対応計画 が書 かれ る こ

とにな る。まず この 災害対応 計 画 に必 須 な項 目を述 べ る。
　 阪神 ・淡 路大 震災以降の 様々 な企業 の 対 応等 を ま と め る と

図 2 の よ うな 6 要素に 整理され る。ま た、それ ぞれ の 重 み づ

けも合 わせ る と 次の よ うに な る 。

　  被 害 の 想 定 （20 ％）

　　想定す る地震に よる各企業 の 被害 の 内容 を想 定 す る 。

　　また立地条件等の 現状を正 し く把握する 。

　  組織 の 運営 （25 ％）

　　 トッ プマ ネジ メ ン トた る経 営者 が 闃与 し、日常の 災害抑

　　 止 活動、災害時の 対策等各 々 の 組 織 と責任 の 所 在 を 明確

　　 図 1 　環境マ ネジ メ ン トシス テ ムの 概念図

（出典　リス ク レ
ー

ダ
ー・M96 −4 東京海上火災保険  ）

　　に する 。 また 点検見直し業務を行 う。

  情報の 処理 （25 ％ 》

　　災害対応針画 を従 業員 に認 知 させ る た め の マ ニ a ア ル の

　　策定、意思 決定 の 連絡お よ び情報の 伝逮 ・広報活勁 s ま

　　た情報 シ ス テ ム の対策を行う。

　  事前の 準備 （10 ％）

　　耐震補強等 、 被害の 発生 を抑止 す る様々 な対策と非常用

　　発 電 機の 準備等万
一

被害が発 生 して もそれ を軽減する被

　　害軽減の 2 種の 対策が ある e

　  災害時の 業務 （10 ％）

　　実 際 に地 震 が 発生 し被害を受けた 際に 限 られ た 要員 で 企

　　業 の コ ア の 業務を再 開する た め の 具 体 的 な 対策で あ る 。

  教育と訓 練

　　災害対応計画を従業員に 理解させ 、 実施で きるよう教育

　　を行う。 ま た 、 責任者の 災害時 の 意思決定能力 を 向 上 さ

　　せ る訓練を行い 人 材の 育成を図 る 。

　従来企業の 地 震対策の 中心 と考えられ て い た 備蓄物資の 充

実は全体 でい えば 10 ％の 部分 にすぎない。一
方、組 織 を 整

え被害想定を行い マ ニ ュ アル を整備 し情報伝 達 の 仕組みを整

え、経営考が見直 しに参画 して 日常の 活動が 勦 き 出せ ば 60
％ の 及 第点 とな る 。 次章で こ れ ら各翼 素 が ISO の 考 えに 則

っ たマ ニ ュ ア ル にい か に盛り込 まれ る か順次説 明す る 。

7．マ ニ ュ アル 配載事項

（1）危機管理 方 針

従来 の 災害対策 に欠 けて い た もの で あ る 。 社長等経営層が

災害対策 の重 要性 を認知 し適切な経営資源を投入 す る こ と を

明示 す る。こ の よ うな経営 トッ プ の 明確な方針を出 し責任を

明 示す る こ とが ISO の 特徴で あ る。
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（2）計画

  被害想定

　　地震対策を作るに あた りどの ような地震を想定し、それ

　　により自社に 具体的 に どの よ うな被害が出るの か を想定

　　す る。従来 は こ の 被害想定が 欠けて い たた め災害対応趾

　　画 が抽象的なもの に とどま っ て い た。想定 どお りの 地震

　　は起きない と反論するむきもあるが、最慝 の シ ナリオを

　　想定 しそ れ に準傭する t とで他の ケー
ス にも応用が 出来

　　れば良い ので ある 。 災害対策に費用や嬰員をどの 程度投

　　入 すれ ば経済合理性 か らも妥当で あ る か を判断する た め

　　に も極 め て癒要 で あ る。現在 は 自治体 の 被害想定も公 闘

　　され てお り、企業 の 被害を定燈的に 見積る 手法が 開発 さ

　　れ て い る 。

  目的 ・目標

　　何を守 る か 明確 にす る 。
こ れ も従来欠けて い た点で あり、

　　人龠 の 安全確保、会社資産の 保全 、 業務の 早期再開とい

　　う3 つ の 昌的を各企業が明砲 に具俸的に示 す。 ま た 、 い

　　つ まで どの 程度とい う目標を示す。例 えば、災害翌 日に

　　店舗を 80 ％開店する 等定め る。 こ れにむけて 他の すべ

　　て の 対策が具体的に定め られる。

  魁画の 策定

　　災害対応 計画を作成するこ とをい う。
（3）実施お よ び運 用計画

  体捌および責任 （組織と運営）

　　従来は災害発生時 の 組織だけが 強調 されて きた 。 しか し

　　災害発生時の 対簾は 日常の 災害対応 活 動の 延長 線上に あ

　　り、む し ろ 日常の 掬止 活動 や 後で 述 べ る 教育剛練、点検

　　監査、計画 の 見 直 し等 の 継続的活動 が 重 要 で あ る。こ こ

　　で は 日常 と災害時の 双方 の 組織 と奚施業務お よ びそれぞ

　　れ の 責任や役割を明確に定め る。 目常に各部 が どれだ け

　　定められた抑止業務や敵育酬練を整斉と行っ て い るか が

　　災害弗生時の 差となっ て表れ る 。

　  m ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン （情報の 処 理 ）

　　災害発生時 に どの ような被災悄報を収集し本社 へ 索早 く

　　伝逢す るか、本祉 の 決定事項をい か に全社員に伝達する

　　か その 内容を規定する 。 ま た その ため の ツ
ー

ル や手法を

　　定め る。ま た社内外 に企業 の 現状を 共有し て も ら うた め

　　の 広報 の 機 能 を定 め る 。

　   文書管理

　　災害対策に 関する各租の マ ニ ュ ア ル 群 の 相互関係や マ

　　ニ ュ ア ル の改定方法 、 誰に どの マ ニ ュ ア ル を持 た せ るか

　　等 の 規定で あ る 。

　   運用管理

　　具 体的 な 日常の 企業の 行動の 中で 災轡対策 と して 考慮す

　　べ き様 々 な項 目を規定する。例えば、部品等 の 購入 の 際

　　に災害対策 が考慮され てい る か、 部晶の 代替え業者は確

　　保 で きるの か 等 の 項 目が ある。また 、 災害発生時にどの

　　よ うな条 件で 災害対策本部の 段置を行 うか 等を規定す

　　 る 。

　   緊急事態 へ の 準備および対応 ：事前の 準備

　　地 震が あっ て も被害を発生 させ ない 被害抑止 対策と、 発

　　 生 して も被害を拡 大 させ な い 被害軽誠対策の 2 つ に 分類

　　 して そ れ ぞ れ 何を 実施する か を規定す る。耐 震 診断の 寞

　　施、耐震補強の 寞施、通偉設備の 増強、バ ッ クア ッブ シ

　　 ス テ ム の 構築、工 場の 分歙化 、 工 事業者 の 事前奥約等鬣

　　 々 な対策が あげられ、それぞれ責任 と役割を明確に して

教育訓練

備

図 2　地震対策危機管理の 6要素

運當

　 実行 され な けh ぱ ならない。
  有事の 業務

　 災害発生時に どの よ うな紐織が 対応し、何の 業務をどの

　 距織がい つ からい つ まで異施するの か等、 具体的な業務

　 が 時系列に 沿 っ で行動計画 （ア ク シ ョ ン プラ ン》と して

　 ま と め られ る 。 狭い 意味で の 災害対策 V ニ ニ アル とい え

　 ぼ こ の 部分を指す。後 で も述べ る が、臼常全 社員に 災 害

　 対策を 理解させ る た め の マ 昌 ユ ア ル と、災害時に 爽践釣

　 に 機能するマ ニ ＝ ア ル とを双方共に奚規す るに は 工夫が

　 必要で ある 。

  教育訓練

　 人材を育成す る た め に重要な婁素で あ る。こ こ で は 具体

　 的にどの ような馴練をい つ どこ で雎に行うの か を規定す

　　る。歡育訓練はそれを行 うこ とでマ ニ ュ ア ルや災害対応

　 計画を見直 し、様々 な課題を発見できる ことで も重饗な

　 要素で あ る 。 こ れ らが 日欝の 企業活動 の 中で 定着するこ

　　とが必 要で ある 。

（4）点検お よび是正 処 置 ・監査

  日常点検

　　従来の 日本の 災害対策 に な い 項 目で あ り、 ISO の 規格

　　か らま さに学ぷぺ き点で あ る。 人事異動後の 緊急連絡網

　　の 変更、ロ ッ カーの 固定、生産股備の 固定、食級 品 の 備

　　蓄状況等定期的に 点検し 、 不備 が あれ ば 是正 を行 う。災

　　害時 に実際に定めた対策が確実 に働くよ うにする た め に

　　は これ・らの 地味な努力が必要で あ る。

  予防処置

　　点検 で 発 見 され た点あ る い は提 案 され た改 良点 を実 施 す

　 る。

  罠録

　　災害対応針圃 に 関す るすべ ての 実施業務を定め られ た規

　　定 に よ り紀録 し保存する 。 災害時 の 対応 の みならず、日

　　常の 被害軽減対策、訓練記録、不 備項 目や改善対策 の 実

　　施状況等第三考 か らみ て荊 る ように臨 録する 。 模範とし

　　た ISO の 規格に は 社外公 共機関の 闘証 が あ るた めこ の

　　規 定 は 必 須 だ が、鬪駈が な くと も後 日客観的に解価す る

　　うえで 重 要 で ある。

　   監査

　　社内 の 監査部門 の 監査や祉外の 第三 者 に よ る監 査 を行

　　う。災害対策は と もすれ ば 日常の 業務におさお後まわ し
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　　や 形骸 化 に 陥 りや す い 。ま た、安 全 対 策 を 軽 く見が ち で

　　あ り、それ を防 ぐた めに も監査は 露要 で あ る．

（5｝最高経営層の 見直し （承認、レ ビ ュ
ー

）

　 ISO で一番学ぶべ きは、経営層の関与で あ る。 災害対策

は 企業の 存亡がか か る危機管理 で あり 、 それ こそ経営トッ プ

が 真剣に取 り組むべ き業務で あ る。 経営 トッ プ はその 内容を

深 く認知 し、何が で きて何 が課題 で あ り、 囂要な欠点は何か

を把握し、それが克服 されるよう経営資源 を投入 すぺ き責任

を負っ てい る 。 こ の 最高経営者 の 見直 し承駆 こ そ が、次の 災

害対応計画の 策定にむけた最初の ス テ ッ プにな る。絶対に欠

かす こ との で きない 重要項 目で ある。

8．わか りやすい マ ニ ェ ア ル の 構築

　災害対応針画は今ま で 述べ た ように 経営 トッ プが 関与 し、

企業経営の一部と して策定され るが、これを全従業員に理解

させ る 必 要があ る。その ため の 重 要な コ ミ ＝ ニ ケーシ ョ ン

ツ ール としてマ ニ ュ ア ル が 位置付けられ る ．

　社長も含め た全 員が そ の 目的や担当業務iePtじて 自由に脇

み 理解で き る こ とが必 要 で ある 。 ま た 日常時に は十分な文章

量で 実施業務を胱んで わからせ る こ とが必要で ある．一
方、

災害時には 少ない 文章量 で 実践的に利用で きる こ とが必翼で

ある。 その ため IsogoeOs の 考え方か ら図 3 の ような

階層構造を掃っ たマ ニ ュ アル を開蜀 した 。

　全体をまず 4 つ の レベ ル に分 け て構築す る 。

一
番上 位の レ

ベ ル 1 は ISO の 考え方 に 則っ た マ ニ ュ ア ル の 骨格 の 部分 で

あ り、すべ て の 項 目が概要 レ ベ ル で配述され て い る ． 杜長が

必要 とす るエ グゼ クテ ィ ブサマ リー・i： も該当す る もの で あ

り 、 経営 と して の 方針 、 企業 と して の 守 る べ き優先的業務等

を定め る。

　 レ ベ ル 2 は 手 順轡の レ ベ ル で あ る 。 各 々 の 項 目毎に 必 要が

あれば作成する。被害想定の具体的な概璽、 事前準備の 具体

的内容、そ して 災害発生時の 有事 の業務の 各組織毎の 婁施業

務等を作戒す る。こ こ は各部局 の 部課 長等指揮者層が 読み 理

解すべ きレ ベ ル で あ る 。 災害時に 指揮者が 特に 利用する有事

業務の 行動計画 （ア ク シ ョ ン ブ ラ ン ） は、こ の レ ベ ル 2 に位

置飼
」

けられる。

　 レベ ル 3は業務指示書の レベ ル である。 レベ ル 2 の業務の

うちい くつ か 必要なもの につ い て 、そ の 業務の 実施手順等を

記述する ． 普通 の 業務活動 の 範囲内で そ の部門に い る社員で

あれば誰もが 知 っ て い て 実施で きる業務の 場合紀述不要で あ

る 。

　 レベ ル 4 は業務報告書で ある。 安否確認 シ
ー

トや備蓄物資

の
一

覧表 、 faas連絡網 等 が こ こ に 入る 。 従来の マ ニ ュ ア ル は

こ の レ ベ ル 3 ．
レ ベ ル 4 に終始 して お り、 災害対 策の 全体像

を描 く部分が欠けて い た。

　 これ らの 工夫に より、トッ プが関与 し計画を立案 し各年度

の 被害抑止施策や教育馴練計画をたて て 各部が 実行す る 日常

活 動 が で き る。そ し て点検、監 査 を経て トップ が 実施状況 を

見直 し さらに次年度の 針面をた て る とい うサイ クル を まわす

こ とで 災害対策の 継続的発展を約束す る こ とがで きる。こ こ

で 重要な の は 1SO の 規格 が求 めて い るの はた えず発展す る

こ とで あ り、最初か ら高い 活動内容で なくて も良い こ とで あ

る 。 企 業の 身の 丈 に あっ た 活動 が で き る点 も秀 れ て い る。

　 一方 、 災害時 に は こ の マ ニ ュ ア ル の うち 有事 の 業務 （レ ベ

ル 2 〜 4） を取 り外 し、各部門が 必 要 な部 分 を緊 急時に用 い

るとい う契践的な対応を行 うこ とが で きる 。

｝

図 3　地震対策危機管理マ ニ ュ アル 黷層図

9．ま とめ

　 今回提案したマ ニ ュ ア ル につ い て は、ある地域で 行っ た地

震に備える企業づ くり推進プロ ジェ ク トに 参加 した 15 社 に

適用 しその 具体的な マ ニ ュ ア ル を表 2の ように開発 し た。ISt

こ れらを通じて 、危機管理 と し て の 地震 対策マ ニ ュ ア ル を 具

体的に 構築し 、 従来の 口本の 地 震対策に 欠けて い た経営者 の

関与、日常の 活 勵の 規定、人材の 育成 、 驍み やす い マ ニ ュ ア
’
ル 、日常時と災害時と供に 実践的に使えるマ ニ 昌 ア ル を実現

す る こ とが で きた。

　 また 、こ の 考 え方 は被害想定 を他 の ハ ザー ドに 変える こ と

で 同様 ie応用が効 く。今後 も 日本企業の 危機管理能力の 向上

にむけて さらに精練 させて い きた い 。
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